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Ⅰ 事業報告の「業務の適正を確保するために必要な体制」

Ⅱ 事 業 報 告 の 「 財 務 お よ び 事 業 の 方 針 の 決 定
を 支 配 す る 者 の 在 り 方 に 関 す る 基 本 方 針 等 」

Ⅲ 連 結 計 算 書 類 の 「 連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 」

Ⅳ 連 結 計 算 書 類 の 「 連 結 注 記 表 」

Ⅴ 計 算 書 類 の 「 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 」

Ⅵ 計 算 書 類 の 「 個 別 注 記 表 」

　本内容は、法令および当社定款第１６条第２項の規定に基づき、株主様に対して交付
する書面には記載しておりません。

第１１４期定時株主総会資料
交付書面に記載しない事項

近鉄グループホールディングス株式会社
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事業報告の「業務の適正を確保するために必要な体制」書

Ⅰ 事業報告の「業務の適正を確保するために必要な体制」
　当社では、当社取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他当社の業務ならびに当社
および子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な体制の整備について決定しております。その概要および
当期中における運用状況の概要は、次のとおりでありますが、当該体制については、必要が生じる都度、取締役会において見
直しを実施することとしております。

１. 業務の適正を確保するために必要な体制の概要
(1) 当社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　役員および使用人の行動の拠り所となる「企業行動規範」において、法令・企業倫理の遵守が経営の根幹であるとの
信念を明示するとともに、具体的指標となる「法令倫理指針」を制定し、これを周知させるための措置をとる。
　また、「法令倫理委員会」を設置し、法令および企業倫理に則った企業行動を推進するとともに、各部署に法令倫理責  
任者および法令倫理担当者を置くほか、計画的に社内研修等を実施する。さらに、法令・企業倫理や社内規程に反する  
行為が発生した場合に、これを早期に発見、是正するため、使用人からの通報や相談を受け付ける「法令倫理相談制度」
を設ける。
　反社会的勢力との関係については、これを一切持たず、不当な要求には毅然とした対応をとることとし、その旨を「企
業行動規範」および「法令倫理指針」に明示する。
　金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制については、財務報告を法令等に従って適正に行うことの重要性を
十分に認識し、必要な体制等を適切に整備、運用する。

(2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　情報の保存および管理に関し「文書取扱規程」、「文書管理規則」、「情報セキュリティ規程」等の社内規程を整備
するとともに、これらに則った適切な保存、管理を実施するため、各部署に文書管理責任者および情報セキュリティ部
門責任者を置き、保存、管理状況の点検等を実施する。

(3) 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　事業等のリスクを適切に管理するため、包括規程として「リスク管理規程」を制定するとともに、「リスク管理委員
会」を設置する。
　「リスク管理委員会」は、各種リスクの把握・評価を通じた重要リスクの特定等を行い、その状況を定期的に取締役
会へ報告する。
　また、リスクを含む重要な案件については、必要に応じて取締役会および「経営会議」、「常務役員会」、「グルー
プ戦略会議」等の会議体において審議、報告を行う。
　さらに、事故、災害等に対する危機管理に関する事項、法令・企業倫理の遵守に関する事項など特に重要と判断した
リスクの管理については、全体のリスク管理体制に加えて、専門の担当者の設置、社内規程やマニュアルの制定など個
別の管理体制も整備する。

(4) 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役会の決議により、適正な業務組織と分掌事項を設定し、業務執行取締役および執行役員の担当業務を明確に定
める。業務執行を統轄する社長の下、業務執行取締役および執行役員に対しては、相互牽制の観点にも配慮しつつ、必
要に応じて一定の基準により決裁権限を委譲する。
　また、業務執行取締役、執行役員および主要な子会社の社長間の情報の共有と効率的な意思決定を図るため、「経営
会議」、「常務役員会」、「グループ戦略会議」等の当社独自の会議体を常設し、個別の経営課題ごとにプロジェクト
チームを組成する。
　日常の業務処理については、標準化の観点から基準となるべき社内規程、マニュアル等を整備する。さらに、業務改
善の促進や経営効率の向上等に資する観点から、内部監査担当部署による内部監査を実施する。

(5) 企業集団における業務の適正を確保するための体制
ａ. 子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　グループ各社が遵守すべき「グループ経営管理規程」を定め、これに基づき予め定めた基準により、グループ各社
からの情報収集を適時適切に行い、業務の実態および経理の状況を正確に把握する。また、これを検討、評価、是正
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するため、当社の内部監査部門等による監査を実施する体制を整備する。
ｂ. 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社グループにおける事業等のリスクを適切に管理するため、「リスク管理委員会」は、各種リスクの把握・評価を
通じた重要リスクの特定等をグループ横断的に行い、その状況を定期的に取締役会へ報告する。また、グループ各社に
おけるリスクを含む重要な案件については、必要に応じて取締役会その他の会議体において審議、報告を行う。

ｃ. 子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　グループ各社の業務執行について、当社取締役会による承認の要否を定め、重要事項を除いて各社が迅速に業務を  
執行できる体制を整備する。また、グループ各社間の業務の連携および調整については、当社がグループ全体の企業  
価値向上の観点から適宜行うとともに、各社の法務、経理関係業務については、当社の担当部署が必要に応じて支援、
指導を行う。

ｄ. 子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　グループ各社の法務、経理関係業務に加え、法令・企業倫理の遵守のため各社が行う教育および研修については、
当社の担当部署が必要に応じて支援、指導を行う。また、法令・企業倫理等に反する行為に関し、グループ各社の役
員および使用人からの通報や相談を受け付ける体制を整備する。
　さらに、当社の内部監査部門は、グループ各社を対象とした監査を各社の内部監査部門と連携して随時実施し、法
令遵守状況の確認等を行うとともに、各社と相互に情報交換を行う。
　このほか、当社と子会社との間での取引の公正を確保するため、通例的でないと判断できる取引については、特別
に定めた審査手続を活用する。

(6) 監査役の監査に関する体制
ａ. 当社の監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項

　当社の監査役会および監査役の監査に関する事務を処理するため、「監査役室」を置く。同室には、当社の監査役
の職務を補助するための必要な専属要員として、部長、課長その他の使用人を配置する。

ｂ. 当該使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項
　「監査役室」所属の使用人は、当社の取締役の指揮下から外れて監査役の指揮を受け、その異動および評価につい
ては常勤の監査役の同意を得る。

ｃ. 当社の監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　「監査役室」所属の使用人は、当社の取締役および執行役員ならびにその指揮下にある使用人を介さず、当社の監
査役から直接指示を受け、また当社の監査役に直接報告を行う。

ｄ. 当社の監査役への報告に関する体制
(a) 当社の取締役および使用人が当社の監査役に報告をするための体制

　当社の取締役、執行役員および使用人は、当社の監査役に対して、業務執行に係る文書その他の重要な文書を回  
付するとともに、法定事項のほか、事業等のリスクその他の重要事項の発生を認識する都度、速やかにその内容を  
報告する。また、監査役が職務の必要上報告および調査を要請した場合には、積極的にこれに協力する。さらに、  
業務執行取締役および執行役員は、常勤の監査役と定期的に面談し、業務に関する報告等を行う。
　このほか、当社の内部監査部門は、内部監査の結果を定期的に監査役へ報告する。また、「法令倫理相談制度」
において、法令・企業倫理等に反する通報や相談を受け付けた場合に、その内容を必要に応じ当社の監査役へ報告
する。

(b) 子会社の取締役、監査役および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をするための
体制
　子会社の取締役、監査役および使用人は、当社の監査役から求めがあった場合に事業に関する報告および調査を
行い、積極的にこれに協力するほか、内部統制上重要な事項が生じた場合には「グループ経営管理規程」に基づき
報告する。また、当社の取締役、執行役員および使用人は、子会社から報告を受けた事項について、必要に応じ当
社の監査役に報告する。

ｅ. 当社の監査役に報告をした者が不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
　「法令倫理相談制度規程」において、当社の監査役に報告をしたことにより不利益な扱いをしてはならないことを
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明確に定めるなど、必要な措置をとる。
ｆ. 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　当社の監査役から、その職務の執行について、費用の前払い、支出した費用および利息の償還、負担した債務の債
権者に対する弁済等が請求された場合は、監査役の職務の執行に不要なものであることが明白なときを除き、速やか
にその請求に応じる。

ｇ. その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　当社の常勤の監査役は、「経営会議」、「常務役員会」、「グループ戦略会議」等の当社の重要な会議体に出席し、
意見を述べることができ、監査役会は、必要に応じて取締役、執行役員、使用人および会計監査人その他の関係者の  
出席を求めることができる。

２. 当期中における当該体制の運用状況の概要
(1) 当社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　使用人を対象とした法令倫理教育を実施するとともに、社内外に設置している法令倫理相談窓口の周知を図り、相談
があった事案については担当部門が調査のうえ対処しました。また、これらの取組み全般について法令倫理委員会に報
告したほか、法令倫理相談の状況について取締役会にも報告しました。

(2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　文書管理状況の点検を実施したほか、不正メール検知システムの運用等の情報セキュリティ対策を実施し、またグル
ープ会社を対象とした情報セキュリティマネジメント監査を実施するなど、情報漏洩リスクに関する対策の強化に努め
ました。

(3) 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　取締役会等の会議体において重要案件の審議、報告を行うなど、事業等のリスクの適切な管理に努めました。また、
リスク管理委員会において、当社を含むグループにおけるリスク管理状況のモニタリングおよび重要リスクの見直しを
行ったほか、リスク管理の状況について取締役会にも報告しました。

(4) 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　役員改選に伴い業務執行取締役の担当業務を定めたほか、常務役員会、グループ戦略会議等の会議体の開催、委員会
体制の見直し、社内規程やマニュアルの整備、内部監査などを行いました。

(5) 企業集団における業務の適正を確保するための体制
　取締役会においてグループ会社の重要案件の審議を行ったほか、リスク管理委員会においてグループ各社のリスク管
理状況のモニタリングを行いました。また、グループ各社からの情報収集や各社に対する支援および監査などを行いま
した。

(6) 監査役の監査に関する体制
　監査役に対する稟議書の回付、監査部による内部監査結果の報告、監査役による役員ヒアリングなどを行ったほか、
監査役は、常務役員会、グループ戦略会議等の会議体に出席し、業務執行取締役の職務の執行状況および経営状況の把
握に努めました。
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Ⅱ 事業報告の「財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針等」
当社では、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を決定しております。

　基本方針の内容、基本方針の実現に資する特別な取組みの内容、基本方針に照らして不適切な者によって財務および事業の
方針の決定が支配されることを防止するための取組みの内容ならびに取組みについての当社取締役会の判断およびその判断に
かかる理由は、次のとおりであります。

１. 財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
　近鉄グループ経営理念・経営計画のもと、グループの中核をなす鉄道事業における安全性や公共性の確保とさまざまな
ステークホルダーとの信頼関係の維持に十分に配慮して、長期的な視点に立った企業活動を行い、またコーポレートガバ
ナンス体制のさらなる強化に努めることが企業価値向上および株主共同の利益の確保に資すると考える。当社株式に対す
る大規模買付行為を行い、または行おうとする者に対しては、当該行為を受け入れるか否かについては、かかる見地から
株主自身が判断するものと考えている。しかしながら、当該買付行為が株主に十分な情報提供が行われないものであると
き、十分な検討期間もないまま行われるものであるとき、買付後の経営が鉄道事業における安全性や公共性を脅かすもの
であるとき、実質的に経営参加の意思もなく当社グループのシナジー効果を毀損するものであるときには、当社取締役会
は、判断の客観性を担保しつつ、法令に基づき適切な措置を講じ、企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があ
ると考える。

２. 上記基本方針にかかる取組みの具体的内容
(1) 近鉄グループが目指す方向性を「地域社会のパートナー、そして新しい “時代” へ」とし、10年後の「ありたい姿」

をとりまとめた「近鉄グループ長期ビジョン2035」、中期的な目標・施策を設定した「中期経営計画2028」に基づ
き、企業活動を行う。長期ビジョン「グループ総力の結集と果敢なチャレンジにより、国内外での暮らし・交流を支え
るビジネスを柱に、持続的に価値を創造する企業グループへ進化」の実現に向けて、マルチステークホルダーとのエン
ゲージメントを持続的に高め、サービス・情報などにより「社会」を支える近鉄グループを目指す。その具体化に向け
た重点戦略として、「あべの・上本町・なんばの魅力拡充」「伊勢志摩のブランド力強化」「夢洲周辺ベイエリア開発
による事業拡大」「インバウンド需要の取込み拡大」により沿線の価値深化・活性化を図るとともに、「首都圏等沿線
外での事業基盤強化、事業ドメイン拡大」「グローバルでの事業の深化・拡大、プレゼンスの向上」により沿線外・グ
ローバルでの事業深化・拡張に取り組む。「中期経営計画2028」では、2025年度から2028年度までの期間を「長期
ビジョン2035」の「種まきと育成期」と位置づけ、上記重点戦略や各部門における重点施策を着実に実行するととも
に、資本効率性をより強く意識した経営を実装することで、価値を創造する企業グループへの進化に向けた「新たな基
盤構築」と「着実な成長」を図る。

(2) 当社取締役会は、当社株式に対する大規模買付行為を行い、または行おうとする者に対し、買付けの目的や買付後の
当社グループの経営方針など株主の皆様の判断に必要となる情報の提供を求め、適時適切に情報開示を行う。また、当
社取締役会は、当該買付者等から提供された情報について、企業価値向上および株主共同の利益の確保という観点から
評価・検討し、必要に応じて当該買付者等と協議・交渉を行うこととする。

３. 上記２.の取組みについての当社取締役会の判断およびその判断にかかる理由
　上記２.の経営計画に基づく当社の企業活動は、財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に
沿うものであり、当社の企業価値を向上させ、株主共同の利益の確保に資するものであると考える。
　また、当社株式に対する大規模買付行為を行い、または行おうとする者に対する当社取締役会の対応方針は、企業価値
向上および株主共同の利益の確保という観点から、株主の皆様の判断に必要となる情報の提供を買付者等に求め、これを
開示することを定めるものであり、特定の株主または投資家を優遇あるいは拒絶するものではない。
　したがって、当社取締役会は、上記２.の取組みは基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものではないと
ともに、役員の地位の維持を目的とするものでないと判断している。

４
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連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」

（ 令和６年4月 1 日から
令和７年3月31日まで ）

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 126,476 54,803 200,437 △1,192 380,525
会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額 2,552 2,552
会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高 126,476 54,803 202,990 △1,192 383,077
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △14,285 △14,285
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 46,716 46,716
自 己 株 式 の 取 得 △54 △54
自 己 株 式 の 処 分 △6 47 41
土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 103 103
連結子会社と非連結子会社
と の 合 併 に よ る 増 減 544 544
持分法の適用範囲の変動 △710 △710
持 分 法 適 用 関 連 会 社 の
持 分 変 動 差 額 0 0
連 結 子 会 社 株 式 の 取 得 に
よ る 持 分 の 増 減 △1,219 △1,219
連 結 子 会 社 株 式 の 売 却 に
よ る 持 分 の 増 減 611 611
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )
当 期 変 動 額 合 計 － △69 31,823 △6 31,748
当 期 末 残 高 126,476 54,734 234,814 △1,199 414,825

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 非支配株主
持 分

純 資 産
合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

土 地 再 評 価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 10,069 32 99,724 12,993 15,909 138,729 63,842 583,097
会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額 2,552
会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高 10,069 32 99,724 12,993 15,909 138,729 63,842 585,650
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △14,285
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 46,716
自 己 株 式 の 取 得 △54
自 己 株 式 の 処 分 41
土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 103
連結子会社と非連結子会社
と の 合 併 に よ る 増 減 544
持 分 法 の 適 用 範 囲 の 変 動 △710
持 分 法 適 用 関 連 会 社 の
持 分 変 動 差 額 0
連 結 子 会 社 株 式 の 取 得 に
よ る 持 分 の 増 減 △1,219
連 結 子 会 社 株 式 の 売 却 に
よ る 持 分 の 増 減 611
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △2,272 8 △2,602 2,121 △6,683 △9,428 5,754 △3,674

当 期 変 動 額 合 計 △2,272 8 △2,602 2,121 △6,683 △9,428 5,754 28,073
当 期 末 残 高 7,797 40 97,122 15,114 9,225 129,300 69,597 613,723

Ⅲ 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」
連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

５
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連結計算書類の「連結注記表」

（ 令和６年4月 1 日から
令和７年3月31日まで ）

Ⅳ 連結計算書類の「連結注記表」

連　結　注　記　表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社の数 197社
主要な連結子会社の名称

株式会社近鉄百貨店、株式会社近鉄エクスプレス、株式会社海遊館、近鉄ケーブルネットワーク株式会社、株式
会社きんえい、近畿日本鉄道株式会社、近鉄バスホールディングス株式会社、近鉄不動産株式会社、近鉄リテー
ルホールディングス株式会社、株式会社近鉄・都ホテルズ、ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社、近鉄レジ
ャークリエイト株式会社、株式会社サカエ、KINTETSU ENTERPRISES CO. OF AMERICA

（連結の範囲の変更） 新規１社
　新規設立により子会社となったAPL Logistics Franceを連結範囲に含めております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称 近鉄東美タクシー株式会社
連結の範囲から除いた理由

　総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等からみて、連結の範囲から除いても連結計算書類に重要な影響を
与えないためであります。

２. 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した関連会社の数 ８社
主要な会社等の名称

近畿車輛株式会社、三重交通グループホールディングス株式会社
（持分法の適用の範囲の変更） 除外３社

株式会社グローバルエアカーゴサービスほか１社は会社を清算したため、Changan Minsheng APLL Logistics 
Company, Ltd.は当社からの影響力が低下したため、それぞれ持分法の適用の範囲から除外しております。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等
主要な会社等の名称 近鉄東美タクシー株式会社
持分法を適用しない理由

　当期純損益及び利益剰余金等からみて、持分法適用の対象から除いても連結計算書類に重要な影響を与えないた
めであります。

６
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連結計算書類の「連結注記表」

所有権移転外ファイナンス・リース
取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

３. 会計方針に関する事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
その他有価証券　　市場価格のない株式等以外のもの　時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法又は総平均法により算定）

市場価格のない株式等　　　　　　移動平均法又は総平均法に基づく原価法
②棚卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産 個別法に基づく原価法
百貨店商品 売価還元法に基づく原価法

　なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。
③デリバティブの評価基準及び評価方法　　　　　　　　　時価法

(2) 固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く。）

鉄軌道事業取替資産 取替法
その他の有形固定資産 主として定額法によっておりますが、一部については定率

法を採用しております。
②無形固定資産（リース資産を除く。） 定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５～10年）に基づく定額法によっており
ます。また、企業結合により識別された顧客関連資産及び商標権については、その効果の及ぶ期間（20年）に基づ
く定額法によっております。

③リース資産

(3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

　営業債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
　また、在外連結子会社については、一定の繰入率により計上しているほか、債権の回収可能性を検討して計上して
おります。

②賞与引当金
　従業員に対する賞与の支払いに充てるため、支給見込額を計上しております。

③商品券等引換損失引当金
　一部の連結子会社において、一定期間経過後に収益に計上した未引換の商品券等について、将来の引換時に発生す
る損失に備えるため、過去の実績に基づく将来の引換見込額を計上しております。

７
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(4) 収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務
を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
①運輸業

　鉄軌道部門において、乗車券類を購入した顧客に対し、旅客輸送サービスを提供しており、原則として乗車日に収
益を認識しております。なお、定期券については、有効期間にわたって履行義務が充足されるものとし、有効期間の
経過につれて収益を認識しております。

②不動産業
　不動産販売部門において、一般顧客に対し、戸建て住宅やマンションの販売を行っており、買主に物件を引き渡し
た時点で収益を認識しております。また、不動産賃貸部門において、保有するオフィスビル及び商業施設等の賃貸を
行っております。なお、当該物件の賃貸収入は、リース会計に関する会計基準に従い、賃貸借契約期間にわたって
「その他の源泉から生じる収益」として収益を認識しております。

③国際物流業
　航空・海上貨物輸送部門及びロジスティクス部門において、航空及び海上の輸送手段を利用した国際物流業務の包
括的受託等を行っており、航空・海上貨物輸送部門においては、輸送貨物の引き渡しまで一定の期間にわたって履行
義務が充足されるものとし、主に目的地までの期間に応じた進捗に基づき収益を認識しております。なお、輸送期間
が短期間である場合は輸送貨物を出荷又は引き渡した時点等で収益を認識しております。ロジスティクス部門におい
ては、契約における規定に基づき、履行義務が保管物等の引き渡し等により一時点で充足されると定められている場
合は、作業の完了及び保管物等の引き渡した時点等で収益を認識しており、履行義務が輸送貨物の引き渡しまで一定
の期間にわたって充足する場合は、その経過期間を考慮して収益を認識しております。

④流通業
　百貨店部門及びストア・飲食部門において、来店した顧客に対し、衣料品や食料品等の商品の販売を行っており、
顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識しております。なお、商品の販売のうち、在庫リスク等を実質的に負担し
ないこと等を考慮し、代理人に該当すると判断したものについては、商品売上高の総額から仕入先に対する支払額を
差し引いた純額を収益として認識しております。また、百貨店部門の一部連結子会社における取引価格の算定につい
ては、顧客との契約における対価からリベート等を控除した金額で算定しております。

⑤ホテル・レジャー業
　ホテル部門において、ホテルや旅館に来店した顧客に対し、宿泊サービスを提供しており、原則として宿泊期間に
応じて収益を認識しております。また、旅行部門において、顧客に対する企画旅行商品の販売や業務の受託を行って
おり、旅行期間又は契約期間において当該義務を履行するにつれて収益を認識しております。

(5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①ヘッジ会計の処理

　変動金利による借入金の利息の支払いについて、将来の金利変動リスク回避を目的として金利スワップ取引及び金
利通貨スワップ取引を、外貨建の仕入債務の支払い及び外貨建予定取引について、為替の相場変動リスク軽減を目的
として為替予約取引、金利通貨スワップ取引及び通貨オプション取引をそれぞれ利用しており、原則として繰延ヘッ
ジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理、振当処理の要件
を満たしている為替予約については振当処理、一体処理（特例処理・振当処理）の要件を満たしている金利通貨スワ
ップについては一体処理によっております。

８
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②退職給付に係る会計処理方法
　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における見込額に基づき、退職給付債務から年金
資産の額を控除した額を計上しております。ただし年金資産の額が退職給付債務を超える場合には退職給付に係る資
産として計上しております。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる方法に
ついては、期間定額基準（一部の連結子会社は給付算定式基準）によっております。過去勤務費用は、発生時の従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として５年）による定額法により費用処理しております。数理計算上の
差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額法により発生時の翌期
から費用処理しております。

③工事負担金等の会計処理
　鉄軌道事業における高架化工事や踏切道拡幅工事等を行うにあたり、地方公共団体等から工事費の一部として工事
負担金等を受け入れております。工事負担金等により固定資産を取得した場合には、取得原価から工事負担金等相当
額を直接減額したものを固定資産の取得価額とし、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、取得原価か
ら直接減額した金額を工事負担金等圧縮額として特別損失に計上しております。

④のれんの償却の期間及び方法
　主として20年間の均等償却を行っております。

⑤グループ通算制度の適用
　当社及び一部の国内連結子会社は、グループ通算制度を適用しております。

⑥重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。な
お、一部の在外連結子会社等の資産及び負債は、当該在外連結子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額等は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支
配株主持分に含めております。

９
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（会計方針の変更に関する注記)
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　令和４年10月28日。以下「令和４年改正会
計基準」という。）等を当期の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、令和４年改正会計基準第20－３項た
だし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 令和４年
10月28日。以下「令和４年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っておりま
す。

なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。
また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書類における取

扱いの見直しに関連する改正については、令和４年改正適用指針を当期の期首から適用しております。連結会社間における
子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合に係る税効果の取扱いについて、当該子会社株式等を売
却した企業の計算書類において、当該売却損益に係る一時差異に対して繰延税金資産又は繰延税金負債が計上されていると
きは、従来、連結決算手続上、当該一時差異に係る繰延税金資産又は繰延税金負債の額は修正しないこととしておりました
が、当該一時差異に係る繰延税金資産又は繰延税金負債を取り崩すこととしました。

当該会計方針の変更は遡及適用され、当期の期首の純資産に累積的影響が反映されたことにより、利益剰余金の当期首残
高が2,552百万円増加しております。

（会計上の見積りに関する注記)
１. 繰延税金資産の回収可能性

(1) 当期の連結計算書類に計上した金額
　8,528百万円

(2) 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　繰延税金資産は「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号）に従い、中期計
画により見積られた将来の課税所得等に基づき計上しております。

(3) 翌期の連結計算書類に与える影響
　課税所得の発生時期及び金額は、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発
生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌期の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な
影響を与える可能性があります。
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２. 固定資産の減損損失
(1) 当期の連結計算書類に計上した金額

　2,918百万円
(2) 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

当期の連結計算書類に計上した金額の算出方法
　当社グループは、管理会計上の区分を基準に事業ごと又は物件・店舗ごとに資産のグルーピングを行っておりま
す。減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と
帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。判定の結果、割引前将来キャッシュ・フ
ローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要と判断された場合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額
又は使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として計上します。当期において
は、一部の資産のグルーピング単位で時価が著しく下落したほか、継続して営業損益がマイナスとなり、減損の兆
候があると認められたため、減損損失の認識の要否の判定を行いました。その結果、減損損失の認識が必要とされ
た一部の資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として計上しました。
なお、正味売却価額については、外部の専門家による不動産鑑定評価額等を基に算定しております。

当期の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
　将来キャッシュ・フローの金額の見積りは、中期経営計画を基礎とする将来の業績予想等を織り込んでおりま
す。
　また、外部の専門家は、対象の固定資産の価値を適切に評価するために用途に合わせた適切な指標および仮定を
利用し不動産鑑定評価額等を算定しております。

(3) 翌期の連結計算書類に与える影響
将来キャッシュ・フローについては、将来の不確実な経済条件や市場価額の変動などによって影響を受ける可能性が

あり、実際の結果が見積りと乖離した場合、翌期の連結計算書類において、固定資産の金額に重要な影響を与える可能
性があります。

３. のれんを含む固定資産の評価
(1) 当期の連結計算書類に計上した金額

株式会社近鉄エクスプレスの完全子会社であるAPL Logistics Ltd グループ（以下、「APLLグループ」という。）に
係る固定資産の簿価（のれん3,534百万円、商標権8,589百万円及び顧客関連資産25,444百万円を含む。）は68,159
百万円であります。

(2) 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
当期の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　APLLグループに係る固定資産（のれん、商標権及び顧客関連資産を含む）について、買収時に予定されていた
事業計画に対して実績が乖離している状況に鑑み、減損の兆候があると判断し、減損損失の認識の要否の判定を行
いました。
　この結果、割引前将来キャッシュ・フローは固定資産の簿価を上回ったことから、減損損失の計上を不要と判断
し、減損損失は計上しておりません。

当期の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
　割引前将来キャッシュ・フローの見積りには、営業収入成長率と営業総利益率、販売費及び一般管理費の見込
み、経済指標等が含まれております。なお、このうち営業収入の成長率、販売費及び一般管理費の見込みを主要な
仮定として用いております。

(3) 翌期の連結計算書類に与える影響
将来キャッシュ・フローについては、将来の不確実な経済条件や市場価格の変動などによって影響を受ける可能性が

あり、実際の結果が見積りと乖離した場合、翌期の連結計算書類において、固定資産の金額に重要な影響を与える可能
性があります。
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受取手形、売掛金及び契約資産 1,187百万円
建物及び構築物 260,216百万円
機械装置及び運搬具 34,162百万円
土地 373,110百万円
無形固定資産 6,268百万円
投資有価証券 415百万円
その他 6,088百万円

計 681,451百万円

短期借入金 925百万円
長期借入金 115,242百万円
その他 7百万円

計 116,174百万円
３. 有形固定資産の減価償却累計額 1,330,846百万円
　（注）上記には、使用権資産に係る減価償却累計額は含まれておりません。

保証債務（保証予約を含む。） 352百万円
５. 工事負担金等の圧縮記帳累計額 262,220百万円

（連結貸借対照表に関する注記）
１. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

(2) 担保に係る債務（長期借入金には１年以内返済分を含む。）

４. 偶発債務

６. 土地の再評価
　当社及び一部の連結子会社において、土地の再評価に関する法律に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差額に係
る税効果相当額を再評価に係る繰延税金負債として負債の部に計上し、これを控除した金額のうち、持分に相当する金額
を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。また一部の持分法適用関連会社において、事業用土地の再評
価を行ったことに伴い計上された土地再評価差額金のうち、持分に相当する金額を土地再評価差額金として純資産の部に
計上しております。

再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づき算出する方法、同条第４号に定め
る路線価に基づき算出する方法及び同条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価額により算出する方法によってお
ります。
再評価を行った年月日

平成12年３月31日、平成13年12月31日、平成14年３月31日

（連結損益計算書に関する注記）
　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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普通株式 190,662,061株

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

令和６年６月21日
定時株主総会 普通株式 9,523 50 令和６年３月31日 令和６年６月24日

令和６年11月14日
取締役会 普通株式 4,761 25 令和６年９月30日 令和６年12月６日

① 配当金の総額 4,761百万円
② 配当金の原資 利益剰余金
③ １株当たり配当額 25円
④ 基準日 令和７年３月31日
⑤ 効力発生日 令和７年６月23日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２. 当期末の発行済株式の種類及び総数

３. 配当に関する事項
(1) 配当の効力発生日が当期のもの

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
令和７年６月20日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を提案いたします。

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針
　当社グループでは、一時的に発生した余裕資金を短期的な預金等に限定して運用しております。資金調達に関して
は、主として銀行等金融機関からの借入及び社債等の発行により行っております。また、デリバティブはリスクを回避
するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
　受取手形及び売掛金は、通常の営業活動に伴い生じたものであり、顧客等の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、主として業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
　支払手形及び買掛金並びに未払金は、短期間で決済されるものであり、このうち外貨建のものについては、為替の変
動リスクに晒されておりますが、先物為替予約取引及び通貨オプション取引を利用してヘッジしております。
　借入金及び社債等は、営業活動を行うための運転資金や設備投資資金であり、変動金利の借入金（外貨建を含む）
は、支払金利及び為替の変動リスクに晒されておりますが、金利スワップ取引、通貨スワップ取引及び金利通貨スワッ
プ取引を利用してヘッジしております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクを抑制するため、各営業部門において、取引先の状況を定期的にモニタ
リングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理しております。
　投資有価証券に係る市場価格の変動リスクを抑制するため、当社及び連結子会社の経理部門において、定期的に市場
価格を把握すること等を行っております。
　外貨建債権債務及び外貨建予定取引に係る為替の変動リスクを抑制するため、連結子会社の経理部門において、為替
予約取引、通貨スワップ取引、金利通貨スワップ取引及び通貨オプション取引を実施して支払額の固定化を図っており
ます。
　借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するため、当社及び連結子会社の経理部門において、金利スワップ取引及
び金利通貨スワップ取引を実施して支払利息の固定化を図っております。
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

(1) 有価証券及び投資有価証券 29,414百万円 29,413百万円 △0百万円
資産計 29,414百万円 29,413百万円 △0百万円

(2) 社債(１年以内償還予定を含む) 358,917百万円 342,444百万円 △16,472百万円
(3) 長期借入金(１年以内返済予定を含む) 775,752百万円 753,394百万円 △22,357百万円

負債計 1,134,669百万円 1,095,839百万円 △38,830百万円
デリバティブ取引 533百万円 533百万円 －百万円

区分 連結貸借対照表
計上額

非上場株式等 8,508百万円
組合出資等 9,018百万円

　デリバティブ取引の実行及び管理は、社内管理規定等に則って、当社及び連結子会社の経理部門に集中させておりま
す。特に、金利スワップ取引、通貨スワップ取引及び金利通貨スワップ取引については各社の取締役会の承認を得て行
っております。
　なお、これらのデリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い金融機関であるため、相手先の債務不履行によ
るリスクはほとんど発生しないと認識しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれており
ます。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額
が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
　令和７年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと
おりであります。

(注1) 「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額にほぼ等しい
ことから、記載を省略しております。

(注2) 「受取手形、売掛金及び契約資産」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入金」及び「未払金」については、短期
間で決済されるため時価が帳簿価額にほぼ等しいことから、記載を省略しております。

(注3) 上表の「(1) 有価証券及び投資有価証券」には、固定資産「投資その他の資産」の「その他」に含めて計上してい
る供託中の投資有価証券（連結貸借対照表計上額249百万円）を含んでおります。

(注4) 市場価格のない株式等は、上表に含めておりません。また組合出資等については、「時価の算定に関する会計基準
の適用指針（企業会計基準適用指針第31号）」第24-16項に基づき、上表に含めておりません。当該金融商品の連
結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

(注5) 関連会社株式は上表の「(1) 有価証券及び投資有価証券」に含めておりません。
(注6) デリバティブ取引によって生じた正味の債権債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については

（　）で表示しております。
(注7) IFRS第16号及び米国会計基準ASC第842号等の適用により認識したリース債務については、上記に含めておりませ

ん。
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券
　その他有価証券
　　上場株式 22,365百万円 － － 22,365百万円
　　国債・地方債等 － － － －
　　社債 － 6,799百万円 － 6,799百万円

資産計 22,365百万円 6,799百万円 － 29,165百万円
デリバティブ取引
　　通貨関連
　　金利関連

－
－

534百万円
△0百万円

－
－

534百万円
△0百万円

デリバティブ取引計 － 533百万円 － 533百万円

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券
　その他有価証券
　　国債・地方債等 248百万円 － － 248百万円

資産計 248百万円 － － 248百万円
社債
（１年以内償還予定を含む）
長期借入金
（１年以内返済予定を含む）

－

－

342,444百万円

753,394百万円

－

－

342,444百万円

753,394百万円
負債計 － 1,095,839百万円 － 1,095,839百万円

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類してお
ります。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の
対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るイ
ンプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベ
ルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
資産

有価証券及び投資有価証券
上場株式、国債・地方債等及び社債は相場価格を用いて評価しております。上場株式及び国債は活発な市場で

取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で地方債等及び社債は市場での取引
頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しておりま
す。

１５



2025/05/16 11:05:40 / 24181974_近鉄グループホールディングス株式会社_招集通知

連結計算書類の「連結注記表」

連結貸借対照表計上額 197,200百万円
時価 242,879百万円

１株当たり純資産額 2,861円25銭
１株当たり当期純利益 245円65銭

負債
社債

市場価格（売買参考統計値等）のあるものは市場価格に基づき評価しており、市場価格のないものについて
は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いて算定する方法によってい
ることから、レベル２の時価に分類しております。
長期借入金

元利金の合計金額と、当該借入金の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定
していることから、レベル２の時価に分類しております。なお、変動金利による長期借入金（外貨建を含む）の
うち、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引及び一体処理（特例処理・振当処理）の要件を満たして
いる金利通貨スワップ取引を行っているものについては、当該金利スワップ取引及び金利通貨スワップ取引と一
体として処理された元利金の合計金額を、当該借入金の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現
在価値法により算定しております。ただし、金利スワップ取引を行っていない変動金利長期借入金については、
金利が一定期間ごとに更改される条件となっており、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額を時
価としております。

デリバティブ取引
金利や為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に

分類しております。

（賃貸等不動産に関する注記）
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

一部の連結子会社では、大阪府その他の地域において、賃貸オフィスビルや賃貸商業施設などを所有しております。
２．賃貸等不動産の時価に関する事項

(注1) 連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額であります。
(注2) 当期末の時価は、主要な国内物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用い

て調整を行ったものを含む。）、その他の物件については、一定の評価額等が適切に市場価格を反映していると考えら
れるため当該評価額や連結貸借対照表計上額をもって時価としております。

（１株当たり情報に関する注記）
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報告セグメント 部門 金額

運輸

鉄道 154,699百万円
バス 28,876百万円
タクシー 9,852百万円
鉄道施設整備 7,392百万円
その他運輸関連 6,747百万円
顧客との契約から生じる収益　計 207,568百万円
その他の収益 6,895百万円
運輸　計 214,464百万円

不動産

不動産販売 81,571百万円
不動産賃貸 5,244百万円
不動産管理 34,328百万円
顧客との契約から生じる収益　計 121,145百万円
その他の収益 18,155百万円
不動産　計 139,301百万円

国際物流

航空貨物輸送 276,364百万円
海上貨物輸送 246,545百万円
ロジスティクス 224,892百万円
その他 47,955百万円
顧客との契約から生じる収益　計 795,758百万円
その他の収益 1,019百万円
国際物流　計 796,778百万円

流通

百貨店 107,142百万円
ストア・飲食 97,782百万円
顧客との契約から生じる収益　計 204,925百万円
その他の収益 8,345百万円
流通　計 213,270百万円

ホテル・レジャー

ホテル 44,884百万円
旅行 273,356百万円
映画 1,930百万円
水族館 9,802百万円
観光施設 9,202百万円
顧客との契約から生じる収益　計 339,175百万円
その他の収益 3,486百万円
ホテル・レジャー　計 342,662百万円

その他及び調整
顧客との契約から生じる収益 35,268百万円
その他の収益 41百万円
その他及び調整　計 35,310百万円

顧客との契約から生じる収益　合計 1,703,842百万円
その他の収益　合計 37,945百万円
外部顧客への売上　合計 1,741,787百万円

（収益認識に関する注記)
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

１７
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２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、（連結計算書類の作成のための基本となる重要な
事項に関する注記等）「３．会計方針に関する事項　(4)収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
　当期末における残存履行義務に配分した取引価格の総額は35,465百万円であります。当該履行義務は期末後１年目
に約31％、２年目に約９％、残り約60％が３年目以降に収益として認識されると見込んでおります。なお、当社及び
連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予想される契約期
間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。
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（ 令和６年4月 1 日から
令和７年3月31日まで ）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計資 本 準 備 金 そ の 他

資 本 剰 余 金
資 本 剰 余 金
合 計

そ の 他 利 益
剰 余 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 126,476 59,014 1,225 60,240 84,629 △759 270,587

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △14,285 △14,285

当 期 純 利 益 25,319 25,319

自 己 株 式 の 取 得 △54 △54

自 己 株 式 の 処 分 △6 △6 47 41
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － △6 △6 11,034 △6 11,021

当 期 末 残 高 126,476 59,014 1,219 60,234 95,663 △766 281,608

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 2,518 1,449 3,967 274,555

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △14,285

当 期 純 利 益 25,319

自 己 株 式 の 取 得 △54

自 己 株 式 の 処 分 41
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △2,037 △36 △2,073 △2,073

当 期 変 動 額 合 計 △2,037 △36 △2,073 8,947

当 期 末 残 高 480 1,413 1,894 283,502

Ⅴ 計算書類の「株主資本等変動計算書」
株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
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（ 令和６年4月 1 日から
令和７年3月31日まで ）

所有権移転外ファイナンス・リース
取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

Ⅵ 計算書類の「個別注記表」

個　別　注　記　表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法
その他有価証券
　市場価格のない株式等以外のもの　　 時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

　市場価格のない株式等　　　　　　　 移動平均法に基づく原価法
(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 移動平均法に基づく原価法
　なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

２. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

建物 定額法
構築物 定額法
その他の有形固定資産 定率法

(2) 無形固定資産（リース資産を除く。） 定額法
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

(3) リース資産

３. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
　従業員に対する賞与の支払いに充てるため、支給見込額を計上しております。

(3) 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末において発生
していると認められる金額を計上しております。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に
帰属させる方法については、期間定額基準によっております。過去勤務費用は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（５年）による定額法により発生時から費用処理しております。数理計算上の差異は、発生時の従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により発生時の翌期から費用処理しております。なお、
当期末においては年金資産が退職給付債務に未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異を加減した金額を超過し
ているため、当該超過額3,077百万円は「投資その他の資産」の「その他」に含めて計上しております。
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投資有価証券 412百万円
３. 有形固定資産の減価償却累計額 6,291百万円

保証債務 2,429百万円
重畳的債務引受による連帯債務 14,028百万円

関係会社に対する短期金銭債権 130,988百万円
関係会社に対する長期金銭債権 742,515百万円
関係会社に対する短期金銭債務 158,570百万円

４．重要な収益及び費用の計上基準
　当社の主たる収益は子会社からのグループ運営分担金及び受取配当金であります。当社はグループ会社に対して、基
本的役割として、経営管理及び業績評価並びにグループ各社の連携推進及び業務の支援を行っており、これを履行義務
として識別し、その対価としてグループ運営分担金を収受しております。当該履行義務は時の経過につれて充足される
ため、契約期間にわたって期間均等額で収益を認識しております。受取配当金については、配当金の効力発生日をもっ
て収益を認識しております。

５. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) 繰延資産の処理方法

　社債発行費については社債償還期間にわたり均等償却を行っております。
(2) ヘッジ会計の処理

　変動金利による借入金の利息の支払いについて、将来の金利変動リスク回避を目的として金利スワップ取引を利用し
ており、特例処理による会計処理を行っております。

(3) グループ通算制度の適用
　当社を通算親法人とするグループ通算制度を適用しております。

（会計上の見積りに関する注記）
関係会社株式の評価

(1) 当期の計算書類に計上した金額
　726,090百万円

(2) 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　市場価格のない関係会社株式等については、取得原価をもって貸借対照表価額としていますが、当該株式の発行会社
の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下したときは、回復する可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を
除いて、評価損の認識が必要になります。発行会社の財政状態を定期的にモニタリングすることに加え、発行会社にお
ける将来の事業計画を社内で十分に検討したうえで、当該株式の評価を行っております。なお、将来の事業計画には、
インバウンド需要の取り込み拡大をはじめとする取り組みにより、各事業における持続的な成長を見込んでおります。
　上記の仮定は不確実性を伴うものであり、関係会社株式の評価に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（貸借対照表に関する注記）
１. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２. 担保に供している資産

４. 偶発債務

５. Ｂ種種類株式の取得被請求の可能性等
　当社の連結子会社であるＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社が、合同会社あかり及び合同会社まつかぜ（以下総称
して「本割当先」という。）に対して、令和３年６月30日に第三者割当の方法により発行した25,000百万円のＢ種種類
株式の全部又は一部について、一定の事象が生じた場合、当社が本割当先から買取請求権の行使を受ける可能性がありま
す。
　なお、当該買取請求権が行使された場合、上記のほか、修正累積未払配当金額として、最大2,312百万円を加算して支
払う義務があります。

６. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

２１
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再評価を行った年月日 平成14年３月31日

営業取引による取引高
営業収益 39,577百万円
営業費 3,928百万円

営業取引以外の取引による取引高 10,842百万円

普通株式 190,576株

７. 土地の再評価
　土地の再評価に関する法律に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差額に係る税効果相当額を再評価に係る繰延税
金負債として負債の部に計上し、これを控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。

再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令第２条第４号に定める路線価に基づき算出する方法によっております。

（損益計算書に関する注記）
１. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２. 関係会社との取引高

（株主資本等変動計算書に関する注記）
１. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２. 当期末における自己株式の種類及び株式数

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

繰延税金負債の発生の主な原因は有価証券評価益であります。
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種
類

会社等の名称
又は氏名

議決権の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子

　　
会

　　
社

百万円 百万円

近 畿 日 本 鉄 道
株 式 会 社

直接
100.0％ 資金の貸借等

資金の貸付
(注１)

133,000 短期貸付金 75,774
長期貸付金 447,395

利息の受取
(注１)

4,858 未収利息 29

配当金の受取
(注２) 16,797 ― ―

グループ
運営分担金の
収受

(注２)
5,821 ― ―

債務被保証
(注３)

1,177,666 ― ―

担保の受入
(注４)

676,561 ― ―

近 鉄 不 動 産
株 式 会 社

直接
100.0％ 資金の貸借等

資金の貸付
(注１)

115,600 短期貸付金 34,750
長期貸付金 250,873

利息の受取
(注１)

2,644 未収利息 5

株 式 会 社
近鉄エクスプレス

直接
100.0％ 資金の貸借等

資金の貸付
(注１)

35,000 短期貸付金 5,000
長期貸付金 30,000

配当金の受取
(注２) 9,000 ― ―

キャッシュマ
ネジメントシ
ステム借入金

(注５)
21,100 短期借入金 13,041

Ｋ Ｎ Ｔ － Ｃ Ｔ
ホールディングス
株 式 会 社

直接
53.7％
間接

13.3％
資金の貸借等

キャッシュマ
ネジメントシ
ステム借入金

(注５)
78,159 短期借入金 76,200

B種種類株式の
取得被請求の
可能性等

(注６)
27,312 ― ―

近鉄情報システム
株 式 会 社

直接
100.0％ 業務の委託等

委託管理費等
の支払

(注７)
835 ― ―

近 鉄
レジャークリエイト
株 式 会 社

直接
100.0％ 業務の委託等

委託管理費等
の支払

(注７)
1,428 ― ―

（関連当事者との取引に関する注記）

２３



2025/05/16 11:05:40 / 24181974_近鉄グループホールディングス株式会社_招集通知

計算書類の「個別注記表」

１株当たり純資産額 1,488円43銭
１株当たり当期純利益 132円93銭

1. 議決権の所有割合は近畿日本鉄道株式会社が退職給付信託に拠出した株式数を含めて算出しております。
2. 取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１) 当社グループにおける資金調達の一元化に伴うものであり、金利については、調達コストに基づき決定しており
ます。

(注２) 持株会社である当社が示す経営管理規程等に準拠し、決定しております。
(注３) 社債及び金融機関からの借入金に対して保証を受けております。なお、保証料の支払いは行っておりません。
(注４) 金融機関からの借入金に対して、近畿日本鉄道株式会社の一部の資産について担保提供を受けております。
(注５) キャッシュマネジメントシステム借入金の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。な

お、取引が反復的に行われているため、取引金額は期中の平均残高を記載しております。
(注６) (貸借対照表に関する注記）「５．Ｂ種種類株式の取得被請求の可能性等」に記載のとおりであります。
(注７) 委託管理費については、委託契約を締結し、実運営費用を基礎として決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

（収益認識に関する注記）
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
 （重要な会計方針に係る事項に関する注記）「４．重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（共通支配下の取引等に関する注記）
当社は、令和７年２月14日開催の取締役会において、令和７年３月28日を効力発生日として、会社分割により、当社の

完全子会社である株式会社近鉄エクスプレスの社債に係る債務（これに関連する契約その他の権利義務を含みます。）及び
当該社債の債務の金額に相当する金銭（以下「本承継権利義務等」といいます。）を当社へ承継すること（以下「本吸収分
割」といいます。）に関し、株式会社近鉄エクスプレスとの間で吸収分割契約（以下「本吸収分割契約」といいます。）を
締結することを決議し、本吸収分割契約を締結しました。
１. 本吸収分割の目的

本吸収分割は、グループの社債発行及び社債管理業務を一元化することにより、社債市場における発行体としての当
社の位置付けを高め、グループファイナンス機能を強化することを企図しております。また、株式会社近鉄エクスプレ
スにおいて社債を保有することで生じる実務負担を軽減することも企図しております。

２. 本吸収分割の要旨
(1) 本吸収分割の日程

本吸収分割契約締結に係る取締役会決議日 令和７年２月14日
本吸収分割契約締結日 令和７年２月14日
本吸収分割の効力発生日 令和７年３月28日

(2) 本吸収分割の方式
　株式会社近鉄エクスプレスを吸収分割会社、当社を吸収分割承継会社とする吸収分割です。

(3) 本吸収分割に係る割当ての内容
　本吸収分割に際しては、当社は株式会社近鉄エクスプレスに対し、株式その他の金銭等の交付を行いません。

(4) 本吸収分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い
　該当事項はありません。

(5) 本吸収分割により増減する資本金
　本吸収分割による当社の資本金の増減はありません。

２４



2025/05/16 11:05:40 / 24181974_近鉄グループホールディングス株式会社_招集通知

計算書類の「個別注記表」

株式会社近鉄エクスプレス（吸収分割会社） 当社（吸収分割承継会社）

（1） 名称 株式会社近鉄エクスプレス 近鉄グループホールディングス株式会社

（2） 所在地 東京都港区港南二丁目15番１号 大阪市天王寺区上本町六丁目１番55号

（3） 代表者の役職・氏名 代表取締役 社長執行役員 鳥居 伸年 取締役社長 若井 敬

（4） 事業内容 貨物運送事業、倉庫業等
持株会社として株式又は持分を所有する
ことにより、当該事業の事業活動を支配、
管理すること

資産 負債
350億円 350億円

(6) 承継会社が承継する権利義務
　当社は、本吸収分割に際して、本承継権利義務等のうち、本吸収分割契約において定めるものを株式会社近鉄エクス
プレスから承継します。なお、当社による債務の承継は、全て免責的債務引受の方法によるものとします。

(7) 債務履行の見込み
　本吸収分割の効力発生日以降も、当社が負担すべき債務の履行の見込みに問題はないものと判断しております。

３. 本吸収分割の当事会社の概要

４. 承継する事業部門の概要
(1) 承継する部門の事業

上記２．「本吸収分割の要旨」（6）「承継会社が承継する権利義務」に記載の本承継権利義務等
(2) 承継する部門の経営成績（令和７年３月期）

経営成績に関する記載事項はありません。
(3) 承継する資産、負債の項目及び金額

　なお、上記資産及び負債のほか、本吸収分割により当社が株式会社近鉄エクスプレスから承継する社債の元本債務に
ついて効力発生日までに発生する未払利息債務及びそれに相当する金銭も含まれます。

５．本吸収分割後の状況
本吸収分割による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期の変更はありません。

６．実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成31年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成31年１月16日）に基づき、共通支配下の取引等
として会計処理を行っております。

２５


